
Ⅸ　財　　政

１－１　消費収支計算書関係比率（法人全体のもの）　※私立大学のみ

（表46－１）

比    率 算   式（＊１００） 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 備 　 考

人  件  費

帰 属 収 入 

人  件  費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰 属 収 入

管 理 経 費

帰 属 収 入

借入金等利息

帰 属 収 入

消 費 支 出

帰 属 収 入

消 費 支 出

消 費 収 入

学生生徒等納付金

帰 属 収 入

寄  付  金

帰 属 収 入

補  助  金

帰 属 収 入

基本金組入額

帰 属 収 入

減価償却費

消 費 支 出

[注]　本表（表46－１）については、「学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の消費収支計算書（法人全体のもの）を用いて、表に示された算式

　  　により過去５年分の比率を記入すること。なお、法人として当該大学のみを運営している場合は、表46－１のみを作表のこと。

40.8  38.1  40.2  

12.7  13.1  12.7  12.8  12.2  12 減 価 償 却 費 比 率

40.8  12.5  29.2  19.7  14.9  11 基 本 金 組 入 率

18.9  11.0  11.1  10.5  13.0  10 補 助 金 比 率

3.6  3.1  2.2  3.0  2.3  9 寄 付 金 比 率

65.9  74.1  75.4  74.5  73.9  8 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率

127.2  91.2  117.7  100.9  99.6  7 消 費 収 支 比 率

75.4  79.8  83.4  81.0  84.8  6 消 費 支 出 比 率

1.3  1.2  0.7  5 借 入 金 等 利 息 比 率

6.7  6.6  6.7  4 管 理 経 費 比 率

3 教 育 研 究 経 費 比 率 28.4  31.5  32.2  32.5  

1 人 件 費 比 率

2 人 件 費 依 存 率 57.8  54.2  54.1  

40.3  

54.2  

43.8  

59.3  

34.0  

5.7  7.1  

0.4  0.4  

％ ％ ％％％
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１－２　消費収支計算書関係比率（大学単独のもの）　※私立大学のみ

（表46－２）

比    率 算   式（＊１００） 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 備 　 考

人  件  費

帰 属 収 入 

人  件  費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰 属 収 入

管 理 経 費

帰 属 収 入

借入金等利息

帰 属 収 入

消 費 支 出

帰 属 収 入

消 費 支 出

消 費 収 入

学生生徒等納付金

帰 属 収 入

寄  付  金

帰 属 収 入

補  助  金

帰 属 収 入

基本金組入額

帰 属 収 入

減価償却費

消 費 支 出

[注]　本表（表46－２）については、「学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の消費収支計算書（大学単独のもの）を用いて、表に示された算式

      により過去５年分の比率を記入すること。

37.1  37.0  36.1  1 人 件 費 比 率

2 人 件 費 依 存 率 50.9  47.8  48.3  

3 教 育 研 究 経 費 比 率 28.6  29.5  29.2  

4 管 理 経 費 比 率 4.1  4.1  4.1  

5 借 入 金 等 利 息 比 率 1.3  1.2  0.6  0.3  0.3  

6 消 費 支 出 比 率 72.1  71.1  72.2  73.4  80.4  

7 消 費 収 支 比 率 116.7  79.2  90.5  92.8  96.3  

8 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率 72.8  75.5  76.9  75.6  75.8  

9 寄 付 金 比 率 3.5  2.7  1.4  2.7  1.6  

10 補 助 金 比 率 12.1  10.0  10.3  11.1  9.9  

11 基 本 金 組 入 率 38.2  10.2  20.2  20.9  16.5  

12.6  13.2  13.2  12.9  12.1  12 減 価 償 却 費 比 率

37.3  

49.3  

30.4  

4.8  

42.5  

56.1  

33.2  

3.5  

％ ％ ％％ ％
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２　貸借対照表関係比率（私立大学のみ）
（表47）

比    率 算    式　（＊１００） 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 備  考

固 定 資 産

総   資   産

流 動 資 産

総  資   産

固 定 負 債

総   資   金

流 動 負 債

総   資   金

自 己 資 金

総  資  金

消 費 収 支 差 額

総  資  金

固 定 資 産

自 己 資 金

固 定 資 産

自己資金＋固定負債

流 動 資 産

流 動 負 債

総  負  債

総  資  産

総  負  債

自 己 資 金

現 金 預 金

前  受  金

退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金

基  本  金

基本金要組入額

減価償却累計額

減価償却資産取得価格（図書を除く）

[注]１  本表については、「学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の貸借対照表を用いて、表に示された算式により過去５年分の比率を

        記入すること。

  　２  「総資金」は負債＋基本金＋消費収支差額を、「自己資金」は基本金＋消費収支差額をあらわす。

84.7  85.8  84.6  

23.6  26.0  27.1  28.3  29.8  15 減 価 償 却 比 率

90.7  90.8  94.2  94.3  95.5  14 基 本 金 比 率

44.0  44.0  43.7  42.9  76.7  13 退 職 給 与 引 当 預 金 率

189.8  210.3  193.7  336.2  289.7  12 前 受 金 保 有 率

24.5  23.5  20.2  15.4  15.0  11 負 債 比 率

19.7  19.0  16.8  13.4  13.0  10 総 負 債 比 率

149.1  172.1  161.7  246.2  222.8  9 流 動 比 率

94.8  92.9  93.5  91.0  92.3  8 固 定 長 期 適 合 率

106.8  104.5  101.8  98.9  99.9  7 固 定 比 率

1.1  2.7  -0.1  -0.3  -0.2  6 消 費 収 支 差 額 構 成 比 率

80.3  81.0  83.2  5 自 己 資 金 構 成 比 率

9.5  9.0  9.5  4 流 動 負 債 構 成 比 率

3 固 定 負 債 構 成 比 率 10.1  10.1  7.3  7.5  

1 固 定 資 産 構 成 比 率

2 流 動 資 産 構 成 比 率 14.2  15.4  15.3  

85.7  86.8  

13.2  14.3  

7.1  

5.8  5.9  

87.0  86.6  

％ ％ ％％ ％
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３　財政公開状況について（私立大学のみ）

（表48）

自己点検・
評価報告書

学内広報誌 大学機関紙
財務状況に
関する報告書

学内ＬＡＮ
ホームページ
（Ｗｅｂ等）

その他
（　　　　）

開示請求があれば
対応する

報告書についても
HPで公開している

学園通信 立命館学園案内 HPで公開している
右記のＨＰで公開
→

学部事務室等に
配置

経理課にて対応

資金 ○（主要項目のみ） ○（主要項目のみ） 　　 　　　　○ 　　　　○ 　　　　○

消費 ○（主要項目のみ） ○（主要項目のみ） 　　　　　 　　　　○ 　　　　○ 　　　　○

貸借 ○（主要項目のみ） ○（主要項目のみ） 　　 　　　　○ 　　　　○ 　　　　○

資金 ○（主要項目のみ） ○（主要項目のみ） 　　 　　　　○ 　　　　○ 　　　　○

消費 ○（主要項目のみ） ○（主要項目のみ） 　　 　　　　○ 　　　　○ 　　　　○

貸借 ○（主要項目のみ） ○（主要項目のみ） 　　 　　　　○ 　　　　○ 　　　　○

資金 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　　　　 　　　　○

消費 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

貸借 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

資金 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

消費 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

貸借 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

資金 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

消費 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

貸借 ○（主要項目のみ） 　　　　○ 　　 　　　　○

資金 　

消費

貸借

[注]１　本表については、資金収支計算書（資金）・消費収支計算書（消費）・貸借対照表（貸借）の情報公開の実施方法に関して、該当欄へ対象者ごとに○を
　　　付すこと。

　　３　「その他」欄を利用して回答する場合は、カッコ内に具体的な名称を記入すること。

社会・一般
（不特定多数）

教職員

在学生

卒業生

父母等

その他
（　　　　）

　　２　各対象者への財政公開を行っていないが開示請求があれば対応するという場合には、「開示請求があれば対応する」欄に○を付すこと。

147


